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関西大学法学会規則

本会は．関西大学法学会と称する。
本会は．法学の研究を促進し．かつ研究の成果を発表することを目的とする。
本会は．次の事業を行う。

機関誌「関西大学法学論集」及び「関西大学法学会誌」の発行。
その他本会の目的を達成するために必要な事項。

本会の事務所は．関西大学法学部内に閻く 。

本会は．次の者をも って会貝とする。

法学部及び大学院法務研究科（以下法科大学院と称す）の教授．准教授． ．＂
任講師．助教．特別契約教授。

政策創造学部の教授．准教授．専任講師．助教．特別契約教授であって入会

した者。

法学部学生．大学院法学研究科学生及び法科大学院学生。

政策創造学部の学生であって入会した者。

法学部．政策創造学部．大学院法学研究科及び法科大学院の卒業生であって
入会した者。

その他評議貝会の承認を得た者。

次の者を本会の名甘会貝とする。

法学部又は法科大学院に在籍した名脊教授。ただし．特別契約教授として在
職巾の者は除く 。

特に評議貝会の承認を得た者。

本会に次の役員を僅く 。

会長 法学部長をもって充てる。

評講只 教授．准教授．専任講師．助教及び特別契約教授をもって充てる。
編集・庶務・会計各委員 評議員の巾から評議只会において委我する。
その任期は 1年とする。ただし．再任は妨げない。

第8条 第5条第 1号及び2号の会員は会喪年額）5.000円を, I司条第3号から 6号ま
での会員は会費年額6.000円を納めることを要する。

I;(,; 9条 会貝及ぴ名脊会貝は，横関誌「関西大学法学論集」及び「関西大学法学会
誌」の配布を受ける。

/;(';IO条 この規則の改正は．評議貝会の決譲による。
付則 この改正規則は．平成23年 4月1日から施行する。ただし．従前の第 8条の

規定により平成21年度以降の会Rを予め法学会に払込んでいる者については．
なお従前の例による。

2013年1月20日

2013年1月30日

印刷

発行

間西大学

法学謡集
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略歴

1952年6月23日 山梨県甲府市にて吉田栄次郎と弘子の長男として出生

1959年4月 山梨大学付属小学校入学

1965年3月 同校卒業

1965年4月

1968年3月

1968年4月

1971年3月

1972年4月

1979年3月

1979年4月

1981年3月

1981年4月

1984年3月

〔学位〕

1981年3月

〔職歴〕

1984年4月

1986年 4月

1987年 2月

1987年4月

1989年 4月

1996年4月

山梨大学付属中学校入学

同校卒業

山梨県立甲府南高等学校入学

同校卒業

京都大学法学部入学

同学部卒業

京都大学大学院法学研究科修士課程入学

同課程修了

京都大学大学院法学研究科博士課程入学

同 課程単位修得後退学

法学修士（京都大学）

京都大学法学部助手

新渇大学教育学部助手

新潟大学教育学部講師

関西大学法学部専任講師

関西大学法学部助教授

関西大学法学部教授（現在に至る）
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〔研究員・役職など〕

1989年9月

1991年10月

1995年5月

1996年10月

2000年10月

2002年10月

2005年10月

2007年4月

2008年10月

2012年10月

在外研究員（ドイツ・ケルン大学） (1991年6月まで）

法学部学生主任 (1994年9月まで）

関西大学教員組合書記長 (1996年4月まで）

関西大学法学部学生相談主事 (1998年9月まで）

関西大学法学部学部長代理 (2002年9月まで）

関西大学大学院法学研究科長代理 (2004年9月まで）

在外研究員（ドイツ・ベルリン大学） (2006年3月まで）

関西大学法学研究所所長 (2008年9月まで）

関西大学法学部長・法学研究科長・法人理事

(2期2012年9月まで）

関西大学副学長・法人常任理事・評議員

（任期はいずれも2016年9月まで）
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著作目録

〔著書〕

『憲法的責任追及制論I』

関西大学出版部 2010年2月

『憲法的責任追及制論11』

関西大学出版部 2010年 9月

〔分担執筆〕

『逐条判例憲法』 (58-63頁）

法学書院 1988年11月

『現代憲法講義・演習編』 (92-101頁， 228-240頁）

法律文化社 1989年3月

『新法学辞典』 (20頁その他多数）

日本評論社 1991年 2月

『逐条判例憲法（第2版）』 (58-63頁）

法学書院 1991年11月

『ベーシックブックス憲法』 (215-230頁）

法律文化社 1996年6月

『新憲法教室』 (213-224頁）

法律文化社 1997年 5月

『ベーシックブックス憲法（第 2版）』 (242-259頁）

法律文化社 2002年4月

〔論文〕

西ドイツ連邦議会における反対派の政府統制権能(-)

『法学論叢』 113巻 3号 1983年 6月

西ドイツ連邦議会における反対派の政府統制権能（二）

『法学論叢』 114巻 2号 1983年11月
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西ドイツ連邦議会における反対派の政府統制権能（三・完）

「法学論叢』 114巻4号 1984年 1月

議会内反対派による政府統制 西ドイツ憲法論における新たな視角（一）

『自治研究』 60巻9号 1984年9月

議会内反対派による政府統制一ー西ドイツ憲法論における新たな視角（二）

『自治研究」 60巻10号 1984年10月

議会内反対派による政府統制一―西ドイツ憲法論における新たな視角（三・完）

『自治研究』 60巻11号 1984年11月

議会制民主主義論ー一現代民主制における反対派の意義

『法律時報』 58巻6号 1986年5月

内閣の対国会責任について

「関西大学法学論集』第37巻2・3号 1987年10月

西ドイツにおける社会国家の憲法学的把握

『法律時報』 60巻6号 1988年5月

国会議員の対国民責任について

佐藤幸治•初宿正典編『人権の現代的諸相』（有斐閣） 1990年11月

請願権の現代的意義・再考

「関西大学法学論集』第43巻1・2号 1993年6月

ドイツ憲法問題合同調査会最終報告

『ジュリスト』 1036号 1993年12月

議会制民主主義論と「責任」の概念

憲法理論研究会編『議会制民主主義と政治改革』（敬文堂） 1994年2月

議会制論の50年

『法律時報』 66巻12号 1994年11月

議会制民主主義の空洞化をねらう読売改憲試案

『法と民主主義』 297号 1995年 4月

権力統制機構としての権力分立制と複数政党

『公法研究』 57号 1995年10月

帝国議会議員としての児島惟謙

関西大学法学研究所研究叢書「児島惟謙の航跡』 1996年3月
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被災者の人権侵害をどう考えるか

「法学セミナー」 496号 1996年4月

議会制論の50年

樋口陽一編「憲法理論の50年』（日本評論社） 1996年 5月

政 党ーー政権政党と反対政党

講座・現代の法第4巻「政治過程と法』（岩波書店） 1997年 7月

国会議員の免責と非免責

—ーライアビリティーとレスポンシビリティー，アカウンタビリティーの区別

初宿正典編『現代立憲主義と司法権』（青林書院） 1998年 7月

在日韓国・朝鮮人の法的性格

『漢陽大学校法学研究所法学叢書』 15巻別冊 1998年10月

請願権保障のあり方

『ジュリスト』 1177号 2000年 5月

中央省庁の再編と今後の課題

関西大学法学研究所「ノモス』 11号 2000年12月

ヨーロッパ政治におけるドイツ政権の姿勢

関西大学法学研究所『ノモス』 11号 2000年12月

内閣・国会の制度改革と日本国憲法

『憲法問題』 12号 2001年 5月

「強いリーダーシップ」と日本国憲法

青年法律家協会編「平和と人権の時代を拓く』（日本評論社） 2004年3月

地方議会議員の免責と非免責

―ライアビリティーとレスポンシビリティー，アカウンタビリティーの区別

『関西大学法学論集』第54巻6号 2005年 3月

憲法改正の手続

法律時報増刊『憲法改正問題』（日本評論社） 2005年 5月

宮沢俊義における「コントロール」概念

- 「責任」を追及する作用としてのその意味づけ

『関西大学法学論集』第55巻4・5合併号 2006年 2月

K. レーヴェンシュタインにおける「コントロール」概念
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『関西大学法学論集」第56巻5・6合併号 2007年2月

K シュテルンにおける「コントロール」概念

『阿部照哉先生喜寿記念論文集』（成文堂） 2007年 5月

K レーヴェンシュタインにおける「コントロール」概念

ー一憲法による水平的コントロールの諸相

『関西大学法学論集」第59巻3・4合併号 2009年12月

K レーヴェンシュタインにおける「コントロール」概念

― 憲法による垂直的コントロールの諸相

『関西大学法学論集」第60巻 1号 2010年5月

憲法解釈論としての 4段階責任論と責任追及制論の提唱

憲法理論研究会編『危機的状況と憲法』（敬文堂） 2012年11月

〔判例研究・判例批評〕

議員の免責特権と名誉毀損の救済

『ジュリスト』1038号 1994年2月

内閣総理大臣の職務権限 ロッキード事件丸紅ルート

別冊ジュリスト「憲法判例百選［第 3版］』 1994年10月

基本法68条と連邦議会の解散

栗城褥夫・戸波江紅二編『ドイツの憲法判例』（信山社） 1996年 2月

内閣総理大臣の職務権限と賄賂罪

法学教室別冊「判例セレクト』 1996年3月

衆議院の解散（苫米地事件）

別冊法学教室「憲法の基本判例』 1996年 4月

秘書を対象とする拡大連座制

『ジュリスト』1157号 1999年6月

内閣総理大臣の職務権限—ロッキード事件丸紅ルート

別冊ジュリスト『憲法判例百選II [第4版］』 2000年10月

内閣総理大臣の職務権限

法学教室別冊「判例セレクト』 2002年3月
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基本法68条と連邦議会解散

栗城壽夫・戸波江二編『ドイツの憲法判例［第2版］』（信山社） 2003年12月

内閣総理大臣の職務権限 ロッキード事件丸紅ルート

別冊ジュリスト『憲法判例百選II [第 5版］』 2007年3月

市議会の政務調査費報告書に対する文書提出命令の可否

『民商法雑誌』 143巻2号 2010年11月

〔翻訳〕

C. シュミット『ヨーロッパ法学の状況』 (93-148頁）

成文堂 1987年1月

M. クリーレ『国家学入門』 (3-161頁）

御茶ノ水書房 1989年2月

ギュンター・ケラー『生殖医学と人間遺伝学』 (65-86頁）

成文堂 1991年7月

ドイツ連邦議会議事規則(~)

『関西大学法学論集』第42巻5号 1992年12月

ドイツ連邦議会議事規則（二）

『関西大学法学論集』第42巻6号 1993年2月

ドイツ連邦議会議事規則（三 ・完）

『関西大学法学論集』第43巻3号 1993年10月

M. クレプファー『ドイツ環境法の諸手段』

関西大学法学研究所『ノモス』第4号 1994年12月

M. クレプファー『ドイツ憲法典の現況について』

『関西大学法学会法学会誌』第53号 2008年3月

〔書評〕

（書評）渡辺久丸『請願権の現代的展開』（信山社， 1993年3月）

『法律時報』 65巻12号 1993年11月

（書評）高橋和之『国民内閣制の理念と運用』（有斐閣， 1994年 1月）
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憲法理論研究会編『戦後政治の展開と憲法』（敬文堂） 1996年10月

〔解説〕

内閣の連帯責任

別冊法学セミナー『憲法I』（日本評論社） 1994年4月

憲法72条 ・73条 ・74条 ・75条

別冊法学セミナー『基本法コンメンタール・憲法』（日本評論社） 1997年5月

児島惟謙書簡・斉藤廟講演

関西大学法学研究所研究叢書『続・児島惟謙の航跡』 1998年3月

請願権の意義

ジュリスト増刊『憲法の争点［第 3版］』 1999年6月

重要条文コンメンタール憲法・ 41条

「法学教室』 260号 2002年5月

首相公選論が内包する国民主権の空洞化

明治大学軍縮平和研究所『季刊・軍縮地球市民』 3号 2005年12月

憲法逐条解説： 72条， 73条， 74条， 75条

別冊法学セミナー

『基本法コンメンタール・憲法［第 5版］』（日本評論社） 2006年4月

［講演・その他］

（洋書文献目録）ナチス期法学関連文献目録

関西大学法学研究所研究叢書『ナチス法の思想と現実』 1989年11月

（学会討論要旨）戦後日本社会の構造変化と憲法

「憲法問題』 7号 1996年10月

憲法演習・憲法改正投票権と選挙権・請願権

『法学教室』 223号 1999年4月

憲法演習・武力なき自衛権と自衛隊・駐留米軍

『法学教室』 224号 1999年5月

憲法演習・天皇の公的行為と皇太子による代行

「法学教室』 225号 1999年6月
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憲法演習・比例代表議員の党籍離脱と議席保有

「法学教室』 226号 1999年7月

憲法演習・国会中心立法の原則と委任立法の限界

『法学教室』 227号 1999年8月

憲法演習・国会の最高機関性と議院の国政調査権

『法学教室』 228号 1999年9月

憲法演習・内閣の連帯責任と国務大臣の個別責任

「法学教室』 229号 1999年10月

憲法演習・内閣の指揮監督権と独立行政委員会

「法学教室』 230号 1999年11月

憲法演習・司法権の独立と内閣の裁判官人事

『法学教室』 231号 1999年12月

憲法教室・司法裁型違憲審査制と客観訴訟類型

「法学教室』 232号 2000年1月

憲法演習• 財政国会中心主義と国会の予算修正権

「法学教室』 233号 2000年2月

憲法演習・都道府県・市町村の合併の憲法的要件

「法学教室』 234号 2000年3月

憲法演習・天皇・皇族の各種人権享有主体性

『法学教室』 235号 2000年4月

憲法演習・憲法上の権利と基本的人権の相違

『法学教室』 236号 2000年5月

憲法演習• 平等原則と国の科刑権・課税権

「法学教室』 237号 2000年6月

憲法演習・選挙権・被選挙権の制約可能性

「法学教室』 238号 2000年7月

憲法演習・法定手続保障の行政手続への適用

『法学教室』 239号 2000年8月

憲法演習．被告人の権利と訴訟当事者主義

『法学教室』 240号 2000年9月
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憲法演習・思想の自由と国旗・国歌・元号

『法学教室』 241号 2000年10月

憲法演習・情報流通の自由と通信傍受法

「法学教室』 242号 2000年11月

憲法演習・営業の自由と酒類販売業の許可制

「法学教室」 243号 2000年12月

憲法演習・私有財産の保障と公用収用可能性

「法学教室』 244号 2001年1月

憲法演習・社会福祉立法の違憲審査基準

『法学教室』 245号 2001年2月

憲法演習・憲法上の義務と人権の利用責任

「法学教室』 246号 2001年3月

語りあおう ― 憲法を日本と世界に生かす道

日本共産党中央委員会『前衛』 780号 2004年8月

憲法・教育基本法の理念を経営にいかす

滋賀県中小企業家同友会

「同友しがブックレット• 生きる，暮らしを守る』 2005年9月
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執 筆 者 紹 介

村井 正 関西大学名誉教授

西村枝美 関 西 大 足子 教 授

由喜門慎治 関 西 大 学 教 授

高作正博 関 西 大 足子 教 授

田 中 謙 関 西 大 昂子 教 授

荒木 修 関西大学准教授

辻 美枝 関西大学准教授

奥 正嗣 大阪国際大学教授

浅野宜之 大阪大谷大学教授

守谷賢輔 福岡大学専任講師

竹下 臣只又 関 西 大 ，，，，， 子 教 授

藤原稔弘 関 西 大 学 教 授

栗 田和彦 関 西 大 p1, 子 教 授

栗 田 隆 関 西 大 呂子 教 授

辰 巳直彦 関 西 大 学 教 授

河村 厚 関西大学准教授

小林直 ~ 高知短期大学教授

永 田憲史 関西大学准教授

岡 徹 関 西 大 ,,,,. 子 教 授

越 山和広 関 西 大 足子 教 授
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